
子供には、誰からも差別されず幸福を追求し生きる権利、そして自分の意見を社会に表明し、それを尊重される権利があります。
浜松市教育委員会では、2023年６月に「浜松市立中学校における制服のあり方検討委員会」を立ち上げました。そして、制服について議論するなかで、既存の制服にはルールの強制や多様性を認めないなどの人権課題が存在する、

ということが確認されました。
具体的には、暑かったり寒かったりする時に自分の感覚に合わせて服を脱いだり着たりするなど調整がしづらいこと、外国にルーツを持つ生徒がその国や民族に基づくアイデンティティを大切にした服を着て生活しづらいこと、トラ

ンスジェンダーの生徒(※)が性自認に基づいた服を着られないこと、肌が弱かったり過敏だったりする生徒が自分が痛くない痒くない素材やデザインの服を着られないことなどです。
自分が着る服を自分自身で選択することは、全ての子供の権利です。子供の成長を支える周りの大人たちは、全ての子供が自分が着る服を自分で選ぶことができるよう支援するとともに、その選択を最大限尊重しなければなりません。
こうした議論を踏まえ、この課題を制服という狭い枠で考えるのではなく、『学校に着ていく服』という新たな定義を設定し、人権を土台として服装の選択肢を広げることとしました。そして、各学校の『学校に着ていく服』の運用

方針を生徒自身が考え、それを教職員、保護者、地域、事業者、教育委員会が一体となって支援していくことが大切であるという結論に至り、検討委員会の名称を「『学校に着ていく服』のあり方検討委員会」へと変更しました。
子供自身が人権や多様性を尊重されながら、学校という場での時間や場面に応じた服装について考え議論することは、これから社会に出ていくに子供たちにとって必要な経験であり、主体性を育むことにもつながると考えます。
『学校に着ていく服』を選択することは、子供の権利です。子供に関わる全ての人たちが「『学校に着ていく服』の考え方」を正しく理解し、子供一人一人の主体的な選択を支えることを目指します。

1 はじめに

《概要版》浜松市立中学校における『学校に着ていく服』の考え方
～「生徒一人一人の人権と多様性が尊重された安全・安心な学校づくり」を目指して～

(1)用語の定義
「『学校に着ていく服』の考え方」では、以下のように用語を定義します。ただし、法令や公的文書、固有

名詞を引用・参照している箇所においては、各引用元の意味合いで使用しています。
①子 供 … 市内に居住、通学、通勤する18歳未満の人
②大 人 … 子供に関わる18歳以上の人
③生 徒 … 市立中学校に在籍する人
④児 童 … 市立小学校に在籍する４年生以上の人
⑤教職員 … 市立小中学校に勤務する人
⑥保護者 … 児童生徒の親、その他親に代わり児童生徒を養育する人
⑦事業者 … 市立中学校の制服を製造・販売する企業・店舗
⑧地 域 … 児童生徒に関わる全ての人・団体(教職員、保護者、事業者を除く)
⑨教育委員会 … 市立小中学校を所管する浜松市教育委員会

(2)『学校に着ていく服』とは
『学校に着ていく服』は、登下校や教育活動の場において、生徒個人が選択・着用する服装と定義

しました。制服や体操服、校内着といった学校で指定された服装、学校で着用することが望ましいとされる
標準服、自由服（私服）などが、『学校に着ていく服』として想定されます。

※出生時に割り当てられた性別と性自認や生活している性別が違う生徒

『学校に来ていく服』の理念と目指す方向性の実現を目指すことが、
「生徒一人一人の人権と多様性が尊重された安全・安心な学校づくり」にもつながると考えています。

3 『学校に着ていく服』の理念と目指す方向性

4 『学校に着ていく服』の導入の必要性

(1)子供の人権と多様性の尊重
「今日着る服を自分自身で選択する」ということは、全ての子供が持つ

権利です。そして、その選択において、全ての子供が多様であることを前
提として尊重されなければなりません。
日本国憲法の第13条では、幸福追求権を保障しており、その権利には

個人の自由な自己決定が含まれます。また、児童の権利に関する条約やこ
ども基本法などの法令等では、子供の権利擁護や意見を表明する機会の確
保等が位置付けられています。
学校で着用する服装においても、憲法や法令等に基づく対応が求められ

ています。

2 『学校に着ていく服』について

(2)制服に対するニーズへの対応
児童と生徒、その保護者にアンケート調査を行った結果、制服

の良い面を感じている人がいる一方で、価格や機能性、多様性な
ど、様々な面で改善を求めていること、そして、生徒や保護者の
悩みや不安の中には、制服をやめる・変えるということだけでは
解決できないものがあることが分かりました。
こうした制服に対する子供や保護者のニーズを受け止め、真摯

に対応していく必要があります。

(3)保護者の経済的な負担軽減
制服一式を新調すると4万円以上かかることもあり、保護者にとって大きな

負担となっています。
アンケート調査の「制服の悪い点」を問う項目でも、保護者は「制服の値段

が高い」という回答が一番多い状況でした。
制服の価格高騰は全国的な課題であり、文部科学省や公正取引委員会からは、

制服の選定や見直しを行う際に保護者の意見を聴取すること、制服の販売価格
低減につながる取組を進めることが通知されています。
『学校に着ていく服』の運用方針を考える上では、保護者の経済的な負担軽

減が図られるかという視点も重要となります。


